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工 我が国の産学連携政策の 

我が国の産学連携政策は、 政策手法として 評 した場合、 これまで期待通りの 成果をあ げて来たと け 

言い難い。 その主な原因として、 以下の二点を 指摘したい。 

第一は。 大学を中心とした 産学 携への取り組みとわが 国 小企業政策との 連携。 協力が不十分なも 

のに止まっており、 必ずしも国全 の 政策資源の適切な 分 が実現していないことであ る。 この点にっ 

いては、 すでに、 小企業庁の「和製 sBDc 年 の 当 学会でも報告した 

ところであ るが。 その背景には。 我が国の 

みの立ち遅れがあ ったと考えられる。 中小企業庁におい 

で と廃業率の急激な 上昇と L¥5 代 

業 支援への取り 及 、 相談。 融資専業であ り、   
ずしも明らかでなく、 対症療法に終始せざる ところが大きい。 その結果、 

する社会的ニ - ズが十分把握さ ることとなった 0 

簾政策については、 我が国産業 直接的に結びついており。 

規制緩和や大学人の 意識改革の面では 一定の成果はあ ったものの、 その効果は 、 主として。 既存の産学 

の 交流、 あ るいは学生の 速 するものに止まり、 社会のニーズ 

な 起業人材供給のためのシステムが 確立されたとは 言い難い。 

第二は、 これまでの産学 携 政策が「地域」 んでおらず、 国と 

己 分も実現していないことであ る。 地 の 取り組みは、 地域の企業システ 

ム や社会システム 自体に様々な 影響を与える 可能性 ポテンシャルを 含む。 ) 

叱 。 過疎化の進展、 ものづくり産業 牢沃 において産学 

携は大きな役割を たすものと期待されている。 シーズが地域のニーズと 縄み会 

おされ、 「地域イノベーション。 システム」が 形成されることとなるのであ る。 これまで 

においては、 「地域イノベーション。 システム」の 重 誌 されているが、 それに応じた 

域の大学、 地域の企業等による 分権 的な政策形成のメカニズムは 必ずしも十分に 確立されてい 

域 において、 地域の産学官の ネジ トワークづくりやクラスター 形成 

あ るが、 これは、 従来の 郭 団体や地域の 業界 を べ ー スにした我が 国 

あ るいは産地張 策 と実質的にあ ま まないのではないかと 

1 Ⅰ 999 年夏、 中小企業庁は、 米国の SBnC ⑧何 %Bus 由 ""sD ㎝ elopme 鮭 C" ぬ t" ぎ ) 等を参考としつつ、 地域の大学等と 連携 

して全国 300 ケ 所の r 新事業支援センター」を 設立する思い 切った政策構想を 提唱したが、 その具体化のプロセスでは。 政策の 

理念が大きく 変更され、 最終的に r 地域中小企業支援センター」として 制度化された 新たな組織の 大半は、 商工会議所等の 既存 
め 組織に併設されることとなり、 大学を拠点とするものは 全国教 ケ 所に止まっている。 
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つろ 地域におけるソーシャル。 マーケットの 拡大と社会起業家育成の 必要 

の 調査によれば、 わが国のソーシャル。 マーケットの 規 

となると見込まれる。 しかしながら、 わが国においては、 ソーシャル。 マ一 

ケットの拡大に 対応した社会的企業               ㎝ te ォ p ぬ se の育成環境の 備 が極めて不十分であ る。 

方 、 Eu や米国においては、 近年、 起業 としての社会的企業や 社会起業家 soc ぇ ale 己托鱗 ene は 

し 、 その育成プロバラムが 整備されて来ている。 

化や経済格差が 進展する地方の 経済社会を再生するためには、 

能 不全に陥っている 公的部門に代わる、 地域に密着した 環境、 福祉などの分野の 社会的企業の 育成 

が 不可欠であ る のような観点から、 英国においては。 乍 年度より、 事業型 沖 

のような非営利 に 比べ、 資金調達繭や 事業 営 面の効率性が 期待できる会社型 

ての「コミュニ け益 会社」 comm ㎝え ty  ㎞㎏ も company  制度を発足させ、 官 

におけるソーシャル。 マーケットの 拡大に応じた 社会的企業の 育成を行っている。 

地域における 社会的企業の 今後の役割を 考える に 、 「技術系社会的企業」 ほ 、 社会的企業の 採算 

瞳 約や社会ニーズへの 対応の 界を ブレーク。 スルーする 可 を 有するものとして、 特に注 

される。 筆者は、 こうした分野の 企業の い 手であ る「 技 系 社会起業家」の 育成に 

07 つの基本要素を 踏まえることが 重要であ ると考えている。   
6  社会ニーズ の 

③固有の需給ネットワークの 

屯 マネジメント 手法の確立 ( 企業型 織 と社会目的の 両立 ) 

め人材 ( ボランティアを 含む ) の確保 

勉 資金 (S 尺 1 を含む ) の 

i ⑦地域社会との     
これらの要素を 満たす 備 するためには、 現在の総花的な 産学連携政策を 再考 し 、 大学を 

中心とした地域の 産学官による「技術系社会 業家 」への支援体制を 確立することが 不可欠であ る 

と 考えられる。 ( 前述の和製 s 初 c は 、 地域の大学を 我が国の 小企業政策、 とりわけ 

の中心に仕置づけ、 大学の知的 集 域 社会のネットワークを 生かしつつ社会のニーズに 沿った 

築 しょうと試みるものであ った。 ) 「技術系社会起業家」育成における 地域の大学 

0 具体的な役割は、 社会ニーズの 把握、 技術 の 克服、 マネジメント 手法の教育。 ネットワーク 

築などであ る。 こうした取り 組みにより、 新たな発想に 基づく 「地域イノベーション。 システ 

案 が期待される。 
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3 信州大学における 具体的な取り 

サ剤， @ 、 @ 学における「技術系社会起業家」の 育成は、 学生に対する 詳 な ニーズ調査やヒアリンバ 等の 

，を 踏まえっ っ、 次のような 刊 @@ 

究 センターや SV しなどの大学の 付 

究 。 支援センター」を 設立し。 

社会起業家の 育成に当たっては、 域 の社会的なニーズの 動 禰を的確に 把 

決するような 態の起業を重点的に 行っていくことが 求められる。 そうし 

た 観点から、 センター 設 こ 、 以下のような 取り みを開始している。 

ソーシャル。 マーケ ほ ついての調査。 分析。 

社会起業家の 支援ネットワー 

③社会イノベーション。 プロジェクト 発掘のため 

06 年 3 月、 第一回信州イノベーション 大賞を発表。 ) 

かニ ステージ。 お 生生会 起   "        の 去   " プロバラムのスタート 

第一ステージ、 第二スデージの 成果を踏まえ、 本年度より、 「技術系社会起業家」の 育成 

への本格的な 取り組みを行っているところであ る。 主な事業は、 以下の通り。 

①工学系大学院生、 経営大学 意識調査、 啓発普及の実施。 (20 

②起業家をめざす 学生のため リ 度の発足。 (2006 年度～、 経営大 

③「学生起業家支援オフィス 設 (2006  年 7 ) 及び学生社会起業家の 事 

の 実践的な支援体制の 整備 

2 昨年及び本年度に 行った経営大学院の 調査では、 在学中の学生の 約 6 割が 、 既に創業したか、 あ るいは創業の 希望を有してい 
ると回答しており、 学生の リ 業への関心はかなり 高い。 
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